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平成 30 年 3 月

平成 30 年度 平成 39

１．事業概要
（１）

① 給水

㎥／日

㎥

② 施設　

㎥／日

③ 料金

④ 組織

（２）

（３） 経営分析

【上記の指標等を踏まえた経営分析】
　平成28年度は前年度に比べ、契約水量の増加により料金収入が約９％増加しているものの、現在の配水能力に対する施設利用率は約
47％と低迷している状況です。これにより、毎年度純損失が発生し、経常収支比率は100％を下回っている状況です。

現在配水能力に対する施設利用率（％） 45.1 43.6 47.1

料金回収率（％） 39.4 39.3 43.1

経常収支比率（％） 85.6 85.4 86.6

現在配水能力に対する契約率（％） 45.1 43.6 47.1

料金収入（千円） 293,178 283,140 309,498

純損益（千円） △ 147,050 △ 121,503 △ 86,266

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

　組織としては、平成２１年度に第４工業用水道建設事業が完了したことから、平成２２年度からは施設の維持管理に重点を置くため、工
業用水道全体の維持管理に係る職員４名と施設の老朽化による年次的な更新や道路改良等他事業に係る施設更新を担当する１名の計
５名体制による組織としていました。
　しかし、平成２３年度から経費削減のため、係長級の職員１名を削減し、４名体制となっています。

これまでの主な経営健全化の取組

　平成１３年度から平成２１年度までの間に、高利率の企業債を低利率の企業債に借換え、企業債償還利息を低減しました。また、平成
２３年度から職員１名を削減し、５名体制から４名体制にしたことで人件費を削減しました。

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

昭和　５７　年　１０　月　１　日　第１工業用水道

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　料金は第１工業用水道を除き、４５円/㎥となっています。また、第１工業用水道の料金は２８円/㎥ですが、給
水先事業所から１７円/㎥の協力費が支払われていますので、収入としては４５円/㎥となります。企業誘致の観
点から料金改定については、第１工業用水道を除き、現在まで行われていません。
　なお、資産維持費は算定していません。

配水池設置数 2

現 在 配 水 能 力 42,230 ㎥／日 計 画 配 水 能 力

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 5

管 路 延 長 39.77 千ｍ

44,230

別添３－１

　伊万里市工業用水道事業経営戦略
( 伊万里市工業用水道事業 )

団 体 名 ： 　伊万里市

事 業 名 ： 　伊万里市工業用水道事業

昭和　５２　年　１０　月　１　日　第１工業用水道

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 49 年 10 月 １ 日 契 約 水 量 19,892

給 水 先 事 業 所 数 17 一 日 平 均 配 水 量 19,892

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

　伊万里市工業用水道事業では、第１、第２、第３及び第４の４事業を運営しています。昭和４９年に給水能力日量　７，０００㎥の第１工業
用水道を給水開始し、その後、平成６年に給水能力日量　２，０００㎥の第２工業用水道、平成１４年に給水能力日量　１０，２３０㎥の第３
工業用水道（平成８年に暫定給水）、平成２１年に給水能力日量　２５，０００㎥の第４工業用水道を給水開始しています。
　しかし、第２工業用水道は湧水量の減少により、平成１４年７月の第３工業用水道の給水開始に伴い休止しています。そのため、現在の
給水可能な給水能力日量としては　４２，２３０㎥となっています。現在、17事業所に日量約２万㎥を給水しています。

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  湖沼水 ,  その他 
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２．将来の事業環境
（１）

（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

・料金
　第１、第３及び第４工業用水道の料金収入の見込については、段階的に施設の稼働率を上げて、平成３９年度には稼働率が約９０％と
なることで料金収入を見込んでいます。なお、第２工業用水道については、原水となる坑内水湧水量の減少等で現在運転を休止してお
り、今後も湧水量の回復が見込めない可能性があるため、料金収入は見込んでいません。
・企業債
　更新事業については、アセットマネジメントによる更新計画に基づく国庫補助対象事業として実施するため、企業債の借入額を抑制し、
企業債残高の減少に努めます。
・繰入金
　現在、償還している施設建設に係る企業債の元利償還については、市からの繰入金を見込んでいます。
・補助金
　現在、償還している第４工業用水道施設建設に係る企業債の元利償還については、佐賀県からの補助金を見込んでいます。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 重要度及び優先度を反映した更新計画に基づく更新事業の実施

　工業用水道は、市の施策としての重要な産業基盤であり、常に時代の要請により必要とされた場合において適切かつ迅速な対応で整
備を進めてきました。そのようななか、既存の工業用水道（第１～第３）にほとんど余力が無い状況において、半導体シリコンウエーハ製造
大手企業の進出や集成材等木材加工大手企業の事業拡張計画の発表などがあり、新たな工業用水需要が生じたため、平成１８年度か
ら給水能力２５，０００㎥／日、総事業費約１７０億円の第４工業用水道の建設に取り組み、平成２１年７月から給水開始したところです。
　現在の供給可能な給水能力日量４２，２３０㎥に対して、平成２８年度の平均給水日量は１９，８９２㎥で、施設利用率は約４７％となって
います。そのようなことから、進捗管理（モニタリング）をする中で、水需要の予測数値の見直し（ローリング）があった場合、水需要に合致し
た施設となるように施設の最適化を図り、耐用年数を考慮しながら適切に施設更新を実施します。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 主要受水企業との連絡・協議による水需要の的確な動向把握

　法定耐用年数を迎える機械・電気設備及び管路等については、更新計画に基づき施設更新を実施します。

組織の見通し

　平成31年度からの水道部門と下水道部門との組織統合に併せて、施設の維持管理の効率化及び更新事業に対応するため、水道事業
と工業用水道の業務の一元化を実施します。

　伊万里市の工業用水道事業は、地域活性化のための産業導入など、企業誘致推進における重要な産業基盤です。また、地域の経済
活動を支え、更なる発展を促すためにも、安定的な工業用水の供給が求められています。伊万里市の施策としての重要な産業基盤であ
り、収益となる給水料金を低く設定するなど、「営利」よりも「公共性」が求められる分野であるため、工業用水の供給を受ける企業との信頼
関係を維持、継続するためにも公営企業として実施する必要があります。
　このようなことから、今後も公営企業として各施設の適切な維持管理を行い、良質で低廉豊富な工業用水の安定供給に努めます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

水需要の予測

　水需要については、平成20年のリーマンショックによる世界経済の低迷及び平成24年まで続いた円高等により、計画されていた水需要
と契約水量が大きく乖離した状況となっています。しかし、主要受水企業の設備投資計画が平成29年８月に発表されていることから、契約
水量の増加が見込める状況となっています。

料金収入の見通し

　　主要受水企業からの今後１０年間の水需要予測等に基づき、料金収入の見通しを立てています。

施設の見通し
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職 員 給 与 費 特にありません。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の進捗管理を毎年度実施します。また、社会経済情勢の変化などによる受水企業の水需
要動向を的確に把握し、必要に応じて事業計画や数値目標等の見直しを行います。

委 託 料 施設（浄水場等）の運転監視業務については、業務の効率化等を考慮し、民間委託を検討します。

修 繕 費 更新計画を実施することで、突発的な大規模修繕の抑制に努めます。

動 力 費
給水量の増加に比例し動力費も増加しますが、深夜電力を利用し河川から導水することで経費を削
減します。

繰 入 金
更新計画による大規模工事に係る企業債の償還については、料金収入の増加が見込めるため、新
たな繰入金は想定していません。

資産の有効活用等（*）によ
る

収 入 増 加 の 取 組
資産運用については、定期預金や有価証券の購入等を検討します。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

料 金
現行の料金水準を維持しますが、水需要の予測数値の見直しがあった場合は、料金改定及び料金
体系の見直しを検討します。

企 業 債
更新事業については、アセットマネジメントによる更新計画に基づく国庫補助対象事業として実施す
るため、企業債の借入額を抑制できると考えています。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

進捗管理をする中で、水需要の予測数値の見直しがあった場合、水需要に合致した施設の運営を
するため、施設の統廃合と併せて、ポンプ場等の合理化を検討します。

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

更新計画において、耐震及び重要度を考慮し、投資の平準化を検討しました。

施 設 の 共 用 化 施設の共有化については、必要に応じ検討します。

・委託料
　直近５か年の平均から算出しています。
・修繕費
　直近５か年の平均から算出しています。
・動力費
　直近５か年の動力費および給水量から給水に要する動力費の平均単価を求め、予定給水量に乗じて算出しています。
・職員給与費に関する事項
　支弁職員については、現在の職員数で計上しています。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ） 施設更新時には、維持管理を含めＰＦＩの導入について検討します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

進捗管理をする中で、水需要の予測数値の見直しがあった場合、水需要に合致した施設の運営を
するため、施設の統廃合を検討します。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

全体 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成２８年度 平成２９年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 309,498 305,517 345,190 374,966 405,570 455,622 485,187 514,752 544,317 573,882 585,804 585,804
(1) 309,498 305,517 345,188 374,964 405,568 455,620 485,185 514,750 544,315 573,880 585,802 585,802
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 0 0 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

２． 637,341 610,668 606,425 584,138 546,655 533,931 521,723 498,514 478,938 499,577 479,780 468,954
(1) 243,037 225,948 224,260 207,907 192,051 177,198 162,762 148,876 135,744 122,928 110,397 98,149

141,609 128,993 131,864 120,159 109,040 99,016 89,503 80,634 72,617 65,014 57,798 50,967
101,428 96,955 92,396 87,748 83,011 78,182 73,259 68,242 63,127 57,914 52,599 47,182

(2) 375,037 367,666 357,938 349,723 325,820 318,421 320,649 311,326 304,882 338,337 328,173 329,595
(3) 19,267 17,054 24,227 26,508 28,784 38,312 38,312 38,312 38,312 38,312 41,210 41,210

(C) 946,839 916,185 951,615 959,104 952,225 989,553 1,006,910 1,013,266 1,023,255 1,073,459 1,065,584 1,054,758
１． 827,211 838,356 802,127 788,175 751,056 747,738 757,351 728,344 710,673 864,620 854,604 859,825

(1) 23,855 34,284 32,162 32,162 32,162 32,162 32,162 32,162 32,162 32,162 32,162 32,162
11,575 16,876 16,702 16,702 16,702 16,702 16,702 16,702 16,702 16,702 16,702 16,702
2,696 3,984 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646 1,646
9,584 13,424 13,814 13,814 13,814 13,814 13,814 13,814 13,814 13,814 13,814 13,814

(2) 110,130 118,966 106,700 110,521 114,441 121,777 125,231 128,685 132,138 135,636 137,526 137,526
29,675 33,688 36,964 39,981 43,082 49,370 51,963 54,557 57,150 59,890 61,663 61,663
20,311 28,493 19,028 19,028 19,028 19,028 19,028 19,028 19,028 19,028 19,028 19,028
2,576 0 949 949 949 949 949 949 949 949 949 949

57,568 56,785 49,759 50,563 51,382 52,430 53,291 54,151 55,011 55,769 55,886 55,886
(3) 693,226 685,106 663,265 645,492 604,453 593,799 599,958 567,497 546,373 696,822 684,916 690,137

２． 266,627 249,271 231,963 214,455 197,391 181,351 165,898 151,136 146,503 133,060 120,035 107,433
(1) 266,369 249,271 231,904 214,396 197,332 181,292 165,839 151,077 146,444 133,001 119,976 107,374
(2) 258 0 59 59 59 59 59 59 59 59 59 59

(D) 1,093,838 1,087,627 1,034,090 1,002,630 948,447 929,089 923,249 879,480 857,176 997,680 974,639 967,258
(E) △ 146,999 △ 171,442 △ 82,475 △ 43,526 3,778 60,464 83,661 133,786 166,079 75,779 90,945 87,500
(F) 71,511 76,664 80,971 92,365 106,818 10,624 0 0 0 0 0 0
(G) 10,779 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 60,732 76,664 80,971 92,365 106,818 10,624 0 0 0 0 0 0

△ 86,267 △ 94,778 △ 1,504 48,839 110,596 71,088 83,661 133,786 166,079 75,779 90,945 87,500
(I) △ 1,636,530 △ 1,731,308 △ 1,732,812 △ 1,683,973 △ 1,573,377 △ 1,502,289 △ 1,418,628 △ 1,284,842 △ 1,118,763 △ 1,042,984 △ 952,039 △ 864,539
(J) 1,156,954 1,144,977 1,227,198 1,280,651 1,408,246 1,594,323 1,355,985 1,190,707 260,437 523,144 856,439 1,192,036

187,808 188,749 74,964 75,121 75,303 77,059 77,062 77,017 76,923 76,780 75,116 72,408
(K) 804,544 828,136 796,792 786,829 781,160 771,467 751,900 793,037 894,354 843,842 691,563 667,828

767,987 781,129 781,314 766,076 750,693 746,219 726,364 708,319 695,196 662,179 659,604 642,166

33,392 44,086 12,478 17,753 27,467 22,248 22,536 81,718 196,158 178,663 28,959 22,662
( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 309,498 305,517 345,190 374,966 405,570 455,622 485,187 514,752 544,317 573,882 585,804 585,804

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 309,498 305,517 345,190 374,966 405,570 455,622 485,187 514,752 544,317 573,882 585,804 585,804

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営 業 外 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

平成３０年度

営 業 収 益

平成３１年度 平成３６年度 平成３７年度 平成３８年度 平成３９年度平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 148529 567 502 449 388 330 292 250 206 182 163

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

全体 税込 （単位：千円）
年　　　　　度 平成２８年度 平成２９年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 0 0 0 0 0 0 925,733 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 396,712 403,797 484,771 475,682 454,498 439,337 434,826 414,975 397,095 383,616 353,653 349,746

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 1,213 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 232,119 236,593 241,152 286,142 277,762 282,591 420,025 681,886 646,979 315,005 306,152 312,190

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 628,831 641,603 725,923 761,824 732,260 721,928 854,851 2,022,594 1,044,074 698,621 659,805 661,936

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 628,831 641,603 725,923 761,824 732,260 721,928 854,851 2,022,594 1,044,074 698,621 659,805 661,936

１． 36,909 35,859 85,425 179,300 121,000 121,000 709,940 1,851,465 1,673,595 174,982 112,019 114,777

9,189 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 750,112 767,987 781,129 781,314 766,076 750,693 746,219 726,364 708,319 695,196 662,179 659,604

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 787,021 803,846 866,554 960,614 887,076 871,693 1,456,159 2,577,829 2,381,914 870,178 774,198 774,381

(E) 158,190 162,243 140,631 198,790 154,816 149,765 601,308 555,235 1,337,840 171,557 114,393 112,445

１． 148,455 162,243 140,631 198,790 154,816 149,765 601,308 555,235 1,337,840 171,557 114,393 112,445

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 9,735 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 158,190 162,243 140,631 198,790 154,816 149,765 601,308 555,235 1,337,840 171,557 114,393 112,445

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 12,673,013 11,905,026 11,123,897 10,342,583 9,576,507 8,825,814 8,079,595 8,278,964 7,570,645 6,875,449 6,213,270 5,553,666

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 平成２８年度 平成２９年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

141,609 128,993 131,864 120,159 109,040 99,016 89,503 80,634 72,617 65,014 57,798 50,967

1,009 945 977 977 977 977 977 977 977 977 977 977

140,600 128,048 130,887 119,182 108,063 98,039 88,526 79,657 71,640 64,037 56,821 49,990

396,712 403,797 484,771 475,682 454,498 439,337 434,826 414,975 397,095 383,616 353,653 349,746

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

396,712 403,797 484,771 475,682 454,498 439,337 434,826 414,975 397,095 383,616 353,653 349,746

538,321 532,790 616,635 595,841 563,538 538,353 524,329 495,609 469,712 448,630 411,451 400,713

平成３９年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度

計

そ の 他

平成３６年度 平成３７年度 平成３８年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成３８年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

平成３９年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度 平成３７年度平成３１年度平成３０年度


